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はじめに

今回のコロナ禍によって非対面・非接触等の社会環境の変化が急速に進み、デジタルの活用は大きく進みました。
一方で我々はそのデジタル活用を前提とした環境下に最適化された事業/業務プロセス/働き方に
果たしてトランスフォーメーションできたと言えるのでしょうか？

この30年くらい日本全体で生産性を高めていくことができず、一人あたりGDPは韓国に抜かれて差が拡がる一方です。
低成長ではなく無成長が続く状況を打破していくためにも、
個人のWell-beingや企業を取り巻くESGやSDGsなどを実現していくためにも、
DXはまさに社会課題解決に向けたセンターピンといえます。

DXの加速に欠かせないのは、様々なバリューチェーンやサプライチェーンがデジタルとデータによって繋がることで、
産業全体でなめらかに価値を高めていくという大きなビジョンです。
社内や競合他社を気にしている場合ではありません。一刻も早く外に目を啓き、人口が急速に減り続ける国内において
どのように成長し、どのように生き残り続けていくのか？のヒントを少しでも皆様にお届けできれば幸いです。

今回はこの”#DX白書2022”に加えて、それぞれ今回のチャプターでご紹介するDXテーマを詳細に掘り下げた5本のレ
ポートとその解説動画、自社がDXを推進する上での具体的検討手法を紹介するDX実践MOOC14本をセットにした
”#DX白書2022 プレミアムパッケージ”を販売しております。ご興味があれば、そちらも合わせてご検討ください。
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著者プロフィール

須藤 憲司 株式会社Kaizen Platform 代表取締役

2003年に早稲田大学を卒業後、株式会社リクルート入社。
マーケティング部門、新規事業開発部門を経て、リクルートマーケティングパート
ナーズ最年少執行役員（当時）として活躍。
2013年に Kaizen Platform を米国で創業。2020年に東証マザーズ上場。
1,000社以上のDXプロジェクトをご支援。経済同友会 働き方改革委員会 副委員長。
趣味 : サウナ、読書

2010年に慶應義塾大学を卒業後、野村総合研究所に入社。
同社のコンサルティング部門を経たのち、LINEにて新規事業開発や経営企画室長と
してコア事業の戦略策定やカンパニー立ち上げを推進。
現在は自身でHonest株式会社を立ち上げるとともに、Kaizen Platform にて
企業のDX支援に携わる。

久野 亮平
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セールス＆
マーケティングのKPI

改善業務のBPO

広告改善 サイト改善 CRM／営業／CS改善

セールス／CSマーケティング

マーケティング マーケティング CRM セールス カスタマーサクセス

Impression Visits Leads Leads 受注数

× × × × ×
CTR CVR リピート率 商談化率 アップセル率

リテンション率

Visits

= = = = =

Leads リピート数 商談数 リテンション数

デジタルはデータが取れるため、XX率を高め続ける活動がキー
専門スキルをもった人材がKPIを改善し続けるグロースチームの存在が極めて重要

DXで事業を伸ばすための顧客体験の改善を提供
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チーム チーム チーム チーム チーム チーム

事業概要

口座開設を増やしたい 解約を減らしたい 動画広告を改善したい チラシをDXしたい アポを増やしたい サポートをDXしたい

DXソリューション動画ソリューションUXソリューション × ×
サービスをわかりやすく使いやすく

する事でKPI改善
動画広告からコンテンツまで

5G時代の動画制作プラットフォーム
DXの戦略策定から実行までを

トータルサポート

DXで企業のグロースを支えるためのプラットフォームとDX人材のチームを提供

Kaizen Platform
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多くの企業様の様々なプロジェクトの裏側を支えています

*プラットフォームを活用する顧客及び専門人材の累計登録数
**プラットフォームを活用する専門人材の累計登録数

***過去にクリエイティブ改善案の投稿実績があるグロースハッカーの累計数

DX人材をプラットフォームを通じてご提供

累計アカウント数

1,000突破

累計登録ユーザー数

1.8万人突破

累計アクティブグロースハッカー数 ***

累計登録グロースハッカー数 **

累計登録ユーザー数 *

累計取引アカウント数（Kaizen単体）

1,022

18,959

11,555

1,678
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株式会社Kaizen Platform
2017年4月（前身となる米国KAIZEN platform Inc.は2013年3月設立 *）

東京都港区
115名（2021年9月末時点）

- 株式会社Kaizen Platform 及び Kaizen Platform USA,Inc. ： 69名
- 株式会社ディーゼロ：46名

1,722,075千円（2021年9月末時点）

須藤 憲司 　代表取締役CEO
海本 桂多 　取締役COO
高崎 一 　取締役CFO
渡部 拓也 　取締役CTO
杉山 全功 　社外取締役
松山 知英 　社外取締役（株式会社 エヌ・ティ・ティ・アド 取締役）

小田 香織 　監査役
五宝 滋夫 　監査役
林 依利子 　監査役

株式会社ディーゼロ ／ Kaizen Platform USA,Inc. ／ 株式会社DX Catalyst

会社名 ：
設立 ：

所在地 ：
従業員数 ：

資本金 ：
経営陣 ：

関係会社 ：

KAIZEN platform Inc. と、当社の子会社であるKaizen Platform USA, Inc. との間で、KAIZEN platform Inc. を吸収合併消滅会社、Kaizen Platform USA, Inc.を吸収合併存続会社とし
その対価として、当社の株式をKAIZEN platform Inc.の株主に割当交付する三角合併を実施するとともに、日本事業をKaizen USA, Inc.から当社へ譲渡し（2017年7月)、現在に至る

*

会社概要
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日本のDXの進捗01
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2020年末に感じたDX

一枚もCDアルバムをリリースしていない
アーティストが紅白に初出場したのをご存じですか？

YOASOBI

YOASOBI（ヨアソビ）は、ボーカロイドプロデューサーのAyaseとシンガーソ
ングライターのikura（幾田りら）による2人組の音楽ユニットである。

ソニーミュージックが運営する小説&イラスト投稿サイト「monogatary.com」
に投稿された小説を音楽にするプロジェクトから誕生。以降、同サイトに限らず
様々な小説、タイアップで新たに書き下ろされた小説などから楽曲を発表してい
る。

2020年12月31日にはNHK紅白歌合戦に初出場し、ところざわサクラタウン
（角川武蔵野ミュージアム）にて、「夜に駆ける」を歌唱。メディアでの歌唱は
紅白が初となる。

2021年1月6日に初めてのCDとなる1st EP『THE BOOK』を、また、TVアニメ
『BEASTARS』第2期オープニングテーマ「怪物」を同時リリースした。

wikipediaより

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9C%E3%82%AB%E3%83%ADP
https://ja.wikipedia.org/wiki/Ayase
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%BC%E3%82%BD%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BF%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%BC%E3%82%BD%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BF%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%BE%E7%94%B0%E3%82%8A%E3%82%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9F%B3%E6%A5%BD%E3%83%A6%E3%83%8B%E3%83%83%E3%83%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BD%E3%83%8B%E3%83%BC%E3%83%BB%E3%83%9F%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%B8%E3%83%83%E3%82%AF%E3%82%A8%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%86%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%A1%E3%83%B3%E3%83%88_(%E6%97%A5%E6%9C%AC)
https://ja.wikipedia.org/wiki/Monogatary.com
https://ja.wikipedia.org/wiki/YOASOBI
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2020年末に感じたDX

※Source：ビルボードジャパン

1 失恋、ありがとう　AKB48 143万枚

2 しあわせの保護色　乃木坂46 119万枚

3 D.D./Imitation Rain　SnowMan vs SixTONES 105万枚

4 KISSIN'MY LIPS/Stories　Snowman 101万枚

5 Imitation Rain/D.D.　SixTONES vs SnowMan

6 NAVIGATOR　SixTONES

7 カイト　嵐

8 ソンナコトナイヨ　日向坂46

9 Mazy Night　King&Prince

10 舞い落ちる花びら（Fallin‘ Flower）　SEVENTEEN

CD販売 (販売枚数） ストリーミング (再生回数)

※Source：オリコン

1 夜に駆ける　YOASOBI 210,623,551

2 Pretender　Official髭男dism 170,845,721

3 I LOVE...　Official髭男dism 161,936,575

4 白日　King Gnu 157,472,278

5 紅蓮華　LiSA 151,489,880

6 香水　瑛人 148,343,225

7 Dynamite　BTS 138,211,363

8 Make you happy　NiziU 130,231,243

9 炎　LiSA 122,353,954

10 裸の心　あいみょん 104,548,078

紅白歌合戦への選出基準が変化している

https://www.lmaga.jp/news/2020/12/190356/
https://www.oricon.co.jp/special/55632/7/
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すでにDXが進んでいる音楽業界

音楽を楽しむビジネスモデルが変わり、ルールが変わった

Global recorded music market

※Source：IFPI（国際レコード産業連盟）

https://www.ifpi.org/ifpi-issues-annual-global-music-report/
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すでにDXが進んでいる音楽業界

2007年発売された音声ライブラリ『VOCALOID2 初音ミク』以来
ニコニコ動画やYouTubeで楽曲を発表する同人音楽が新たなムーブメントとなる

その後、ソフトウェアで楽曲を作ってSNSで発表してきたボカロP (ボーカロイドプロデュー
サー)がメジャーシーンで活躍し始め、新しい成功モデルが確立された

米津玄師 YOASOBI
（ayase）

Yama
（くじら）
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体験が変わると未来が変わる

音楽を楽しむデバイスや音楽を作る道具など、環境が変わることで体験が大きく変わった
体験が変わる事で、ビジネスモデルやルールが変わり、

今までにない成功モデルや生き方が生まれ、未来が変わった
→これがDXの一つのあるべき姿と言える

・テクノロジーが変わる

・道具が変わる

・ビジネスモデルが変わる

・ルールが変わる

・当たり前が変わる

・生き方が変わる

Environment Experience Future
環境が変わる 体験が変わる 未来が変わる
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コロナ禍によるDXの進捗状況

コロナ禍でデジタル化は当たり前に
しかし、その環境に最適化する形で未だトランスフォームできておらず、デジタルを前提とした

真のトランスフォームはこれから本格的に始まる

アナログ デジタル DX

展示会

アウトバウンドコール

飛び込み営業

訪問商談

紙の申込書/契約書

コールセンター

ウェビナー

MA (マーケティングオートメーション)

Webリード獲得

オンライン商談

電子契約

チャットサポート

デジタルを前提に
最適化する本格的な
トランスフォームは

これから始まる
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どう使うか？何をデジタルにするか？

紙から動画でペーパーレスが進行中

今まで紙で作っていたコミュニケーションツールが
非対面/非接触を機にデジタル化し始めた

動画化

チラシ 営業資料説明書

ポスターカタログ 研修

イベント プレスリリースインタビュー

パンフレット

ガイドブック

SNS/広告

オンラインMTGWebサイト デジタル
サイネージ

メール/チャット 営業や店頭の
タブレット
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動画15秒＝静止画450枚相当
圧倒的な情報量で訴求 が可能

情報の”量”

改めて動画の特徴とは？

音や動き等の多様な表現で
印象に残る効果的な情報訴求 が可能

情報の”質”

短い時間でも、たくさんの情報を、わかりやすく伝えることができるため、
『情報の量』と『情報の質』それぞれで訴求力が高い
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5G携帯電話端末販売台数予測

5Gの商用化でさらに動画は広がる

5Gの普及によりコンテンツのリッチ化が一層進んでいく

※Source：野村総合研究所、2025年度までのICT・メディア市場の規模とトレンドを展望

(万回線)

(年度)

*年度は全て、4月から翌3月を指す

0 74
257 682

1122

1656
1982

3825
155719302504300034773707

5G時代におけるユーザー行動の変化

① 通信コストがさがることにより、
　 通信環境・容量を気にしなくなる

● リッチコンテンツへのストレスが低下
● パケット容量を気にせず使える

② コンテンツのリッチ化に慣れる

● オンラインのみならず、リアルでも
 　動画活用が進む

2025年には 1,982万回線 に大幅増

https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2019/cc/1127_1
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モバイル最適化が進み動画や楽しみ方も変化

モバイル最適化によって縦型や短尺など視聴態度も変化

●スマホが縦型で設計されていることから、
　ユーザーは基本的にアプリの利用は
　縦型で閲覧

●スマホの占有面積が大きく、よく見える
　縦型動画が急速に普及している

●スマホの普及により、移動中や休憩中など、
　場所と時間に縛られずに動画を閲覧

●ユーザーが
　何かを”しながら”動画を見るため、
　長尺より短尺のニーズが高まる

テレビからスマホへ
縦型＞横型

動画を”ながら”見る
短尺＞長尺
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グローバルプラットフォームが縦型動画に注力

主要な動画プラットフォームは「縦型」「短尺」動画を強化
完全視聴率は横型の約9倍に

※Source：USA TODAY

https://www.usatoday.com/story/tech/2015/09/23/vertical-video-pays-off-snapchat/72661508/
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あらゆる場所が動画化されてきている

これまでテキストや画像のみで表現していた場面でも動画活用が進み、
動画と接触する機会がますます増加

ブラウザでの検索 フードデリバリーアプリ 商品案内・説明書

「レシピ」の検索結果に
動画が表示される

アプリ内での
店舗・商品PRに動画を掲載

パッケージに印刷されたQRコードから
YouTube動画での使い方に誘導
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動画は生活や行動にも大きな影響をもたらす

動画は楽しむためだけではなく、情報収集の手段として活用されており
さらに、購買行動にも大きな影響をもたらす

商品の購入を検討する際、
40％が関連する動画を視聴

動画を視聴する目的のうち
20%は情報収集

動画の重要性（必要性）は
30％以上が情報収集の手段

※Source：【情報収集の新常識！これからのインターネット動画に求められるものとは？】

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000048692.html
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就活を皮切りにビジネスシーンでも

採用動画の視聴チャネルとして
YouTubeが
前年比約2.5倍と急増し
全体3位の46% 
を占める。

説明会や採用サイト等、
従来のチャネルだけではない
新しい手段として注目されている。

企業情報の探し方が変わった結果、採用動画を視聴するチャネルとして
企業の公式サイトだけではなくYouTubeが積極的に活用される

※Source：約5割の学生が「You tube」で採用動画を視聴、就活時の採用動画視聴で7割が志望度アップ

https://leverages.jp/news/2020/0727/2008/
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リモートワークは可能と証明された

新しい働き方やデジタルツールが大きく普及し、非対面/非接触が当たり前に
オフィスの稼働率はコロナ前には戻らない、戻せないという予測も

Web会議システムを筆頭に、
さまざまなデジタルツール活用も拡大

新しい働き方 デジタルツールの導入が拡大

リモートワークが普及し、
新しい働き方が定着
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用紙も物流もコストが上がり続ける

紙や物流コストが上がり、環境への観点も厳しくなる中
これまでのような販促手法が難しくなる

紙の卸値20%上昇 物流費用10～15%上昇

※Source：日経新聞 ※Source：通販新聞
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巨大市場のデジタルシフト

2019年に12,483億あった巨大な紙のプロモーションメディアが3,000億消失
販促市場のデジタルシフト・動画化が今後加速すると想定される

※Source：「日本の広告費（2020年）」電通

紙を流通させるプロモーションメディアの合計額

12,483→9,012億円単位:億円

DM
（制作費含む） 展示・映像折込広告 フリーペーパー

・電話帳屋外広告 交通広告POP イベント

-1554
（▲32%）

-504
（▲16%） -1034

（▲29%） -1490
（▲38%）

-312
（▲16%） -494

（▲24%）
-571

（▲27%）

-714
（▲40%）

https://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/2020/media4.html
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紙に印刷して流通するコストより5Gでデータを送る方が安価に

5Gが普及すると通信は100倍に=データを送るコストは1/100に
物理的なコストが上がる中、デジタルを活用することで移動コストが下がっていく

※Source：総務省
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世界のマネーは移動コストを下げる技術に流れ込んでいる

TikTok
動画

AR/ VR

5G

Youtuber
デジタル

サイネージ

Eスポーツ

ロボ
アドバイザー

仮想
通貨

フード
デリバリー

キャッシュ
レス

Fintech

D2C

MaaS
自動
運転

シェアリング
エコノミー

インバウンド
越境

ドローン

ロボティクス

AI

DX
デジタルトランス
フォーメーション

地方
創生

働き方
改革

クラウド
ソーシング

パーソナ
ライズ サブスク

リプション

Health
Tech

SaaS

クラウド

EdTech

中国の政府関係者が言っていた事で印象に残っている事



28© 2021 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

情報

エネルギー

マネー

紙

石油

現金

動画

電気

キャッシュレス

A地点からB地点に送るのにコストが下がる方向に確実にシフトする
DXを推進することで、コストも環境負荷も大きく下がると予想される

世界はあるべき方向へ落下し続けている
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※ITサービス市場規模出典：IDC「国内ITサービス市場ベンダー売上ランキング」2019

総市場

ITサービス市場 5.8兆円

ターゲット市場
デジタルトランスフォーメーション市場

7,912億円

 コアターゲット市場
営業・マーケティング・カスタマーサービスDX市場

1,579億円

2019年実績

2019年実績

2019年実績

単位:百万円 営業・マーケティング・カスタマーサービスDX市場

2030年
営業・マーケティング・カスタマーサービスDX市場予想

3,780億円

コロナ後の環境変化により大企業を中心に、非対面で収益成長するための
営業・マーケティング・カスタマーサービスDX市場が大きく拡大

爆発的に伸びるDX市場

https://fcr.co.jp/report/201q08.htm
https://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prJPJ46625320


30© 2021 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

技術系（IT／通信）

9.17倍

全体

2.15倍

※Source：「転職求人倍率レポート（2021年7月）」doda

コロナ後も圧倒的にDX人材の求人倍率が高く、
各社DX人材の不足が最大のボトルネックに

コロナ前レベルに急速に回復
=DXニーズは依然強い

DXの最大のボトルネックは人材不足

https://doda.jp/guide/kyujin_bairitsu/
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一つの部署や一つの企業で完結するDXは存在しない
本来的には、あらゆるバリューチェーンやサプライチェーンが

データでつながり、なめらかに価値を高めていく世界観

多くの人と改善していく過程で見えてきた事は、

本当のDXは、データと人がもっとなめらかにつながっていく事で

実現できる社会を指しているということ。

つまり、一つの企業では決して完結しない、壮大なデータのやりとりを

デジタルの力を使ってやりやすい状態にしていく事で、

作りすぎてしまうムダをなくしたり、

ムリなくタイムリーに運べたり、

欠品などのムラなく在庫を管理したり、

その中で自分の得意なコトや居場所を見つけたり、

ヒトも、モノゴトも、その可能性を解き放つために

ムリ・ムラ・ムダに繋がる摩擦を極限まで減らし、

もっとなめらかな社会をデジタルで支える事こそが真に重要。

DXで世界を改善していくために必要な事
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ウォルマートに学ぶDX02
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日本企業が参考にすべきウォルマートのDX

ウォルマートは業界内での競争力強化に加えて、Amazonといったデジタル企業との
新たな競争を勝ち抜くために自社アセットとデジタルを活用し、変革を遂げたモデルケース

既存小売業界での戦い デジタル企業との戦いデジタルを
活用した差別化

ディスカウントストアの増加など
競争が激化する業界のなかで

どのように差別化するか

高い収益性やデジタル技術力を
持つ企業との新たな戦いに

どのように対応するか

デジタルに自社アセット
を組み合わせて対抗
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米国小売におけるDXのあゆみ

※Source:IBA Company 【オンラインセミナー】射場瞬×相澤利彦×須藤憲司「コロナが与えた産業インパクトから『事業』を守る適応戦略」

チャネルをつなぐ

チャネル主体 消費者体験の向上主体

体験をつなぐ 双⽅向からのOMO

✓オムニチャネル
✓データ統合

✓選びやすい
✓効率性・利便性

✓ネットとリアルの融合
✓それぞれの強みを活かす 

✓顧客理解で向上

＝＝

小売業界では2015年頃からデジタル活用が本格化
当初の売る側主体の考え方から、近年はOMOといった消費者主体の考え方へ発展

2015年ごろ 2018年ごろ 現在
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オンラインの強みと技術力を武器にオフラインに進出するAmazonやAlibabaに対し
ウォルマートはリアルの強みと現場オペレーション理解を武器にオンラインを強化

小売のDX/OMOの２つのアプローチ

※Source:IBA Company 【オンラインセミナー】射場瞬×相澤利彦×須藤憲司「コロナが与えた産業インパクトから『事業』を守る適応戦略」

＋オンライン

＋オフライン

小売のDX
OMO

リアルの強み＋
オペレーションの理解

オンラインの強み＋
デジタル技術力

リアル店舗 主体 オンライン 主体
  （Amazon, 中国型）
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ウォルマート｜EC売上を伸ばし、シェア#2をキープ

米国では、小売ビジネスのセオリーに反して店舗数を減らしながら売上成長を実現
特にEC売上は高い成長を続け、米国内のシェアはAmazonに次ぐ2位を確保

店舗数

売上

米国での売上・店舗数の推移米国EC売上Top10

※Source：Top retailers see ecommerce sales growth this year on top of 
record-breaking sales in 2020 - emarketer

単位:100万USドル

※Source：Annual Report -ウォルマートEC売上
YoY +37%

EC売上
YoY +79%

https://www.emarketer.com/content/top-retailers-see-ecommerce-sales-growth-this-year-on-top-of-record-breaking-sales-2020
https://www.emarketer.com/content/top-retailers-see-ecommerce-sales-growth-this-year-on-top-of-record-breaking-sales-2020
https://stock.walmart.com/investors/financial-information/annual-reports-and-proxies/default.aspx
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ECの鬼門となる配送コストや配達員のキャパシティという課題を
米国家庭の90%が10マイル以内に住んでいると言われる店舗網を活用することで克服

ウォルマート｜EC成長の背景にあるBOPIS(Buy Online Pickup In Store)

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です

　　Powered by 
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2020年にアプリを統合・刷新し、同年だけでも3400万以上ダウンロードされる
店舗とオンラインを横断した顧客体験の実現の重要な機能を担っている

ウォルマート｜決済機能も持つ自社スーパーアプリ 　　Powered by 

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です
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EC/BOPISにとどまらないウォルマートのDX

ECや自社アプリ活用によって生まれるデータを活用して、収益性の高い金融や
広告事業を強化するとともに、ECや配送の仕組みをも外部に販売し新たな収益を創出

金融/Fintech

広告
（リテールメディア）

送金やプリペイドなどに加え、
2021年Fintechに強いVCとの
パートナーシップを発表

Walmart Connectと呼ばれる
自社の広告プラットフォーム
を開発・提供

データ

EC / リアル
店舗

サービス

仕組み
（EC/配送）

他社へのラストマイル配送サービスの提供や、
Adobe Commerce Platformと統合し、自社の
Walmart Marketplaceを簡単に利用可能にする
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ちょっとここで宣伝です！

こちらで紹介したウォルマートのDX戦略のさらなる詳細を含む
#DX白書2022 プレミアムパッケージを期間限定価格でご提供いたします。

ここでCMです

お問い合わせはこちら

mailto:dxhakusho@kaizenplatform.com
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FinTechとEC03
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融合するCommerceとFintech

急成長を続ける、南米のEC最大手メルカドリブレ。mercado pagoという
独自決済サービスを提供し、売上の3割以上はFintechサービスから生み出される

南米最大のEC企業
メルカドリブレ

35.0%

34.2% 33.9%

32.9%
34.1%

Fintechは
全売上の34%を占める

※Source：Third Quarter 2021 Financial Results - MercadoLibre, Inc.

単位:100万USドル

https://investor.mercadolibre.com/static-files/8d8cf062-03ff-4ba9-9ba7-57716f806d6b
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ECプラットフォーム大手Shopifyは独自の決済サービス①Shop Payや
②Shopify Paymentに加えて、③事業者向けの融資を一部地域で提供開始

急成長を続けるShopifyもFintech領域を強化

・Shopify
　購入ボタン
・Amazonや
　ウォルマート、
　Instagram等
　との連携

・EC構築
・アプリストア
・API連携
・在庫管理
・Marketingや
　各種分析

外部ECや
自社サイト/SNS

との連携

オンライン
決済

Shopify
ECサイト

本体の構築

周辺
サービス POS

・Shop / Shop Pay

・POS
・Hardware

・Fulfilment
・Shopify Balance

OfflineOnline

事業者向けサービス ユーザ向け
サービス

買い物体験
向上

※Source:Honest「Shopifyレポート」
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なぜShopifyは金融・決済に手を出すのか

顧客体験の向上 出店者の事業運営支援 収益性の向上

購入の度に情報を入力する手間
の省略や配送状況の可視化など

注文情報と決済情報を
管理画面上で一括管理

決済手数料や融資による手数料
など新たな収益の創造

より良い顧客体験、収益創出を追求すると必然的にFintechにたどり着く
Shopifyの場合は①顧客体験と②出店者側の体験向上、そして③収益性向上のため
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BNPL大手Affirmと提携 カード大手VISAの受け入れを来年から停止

※Source：Amazon、英国発行のビザカードを来年から受け入れ停止へ　高額手数料に反発 - ロイター 

強い顧客接点を持つプラットフォームの影響力

Amazonは今年話題となったBNPL*サービス大手Affirmと提携する一方で、
手数料の高さを理由にVISAの取扱中止を発表し、圧力をかける

自社の決済方法として”後払い”を提供

※Source：Amazon Partners with Affirm to Deliver Pay-Over-Time Option at Checkout - affirm 

*BNPL = Buy Now Pay Later（今買って、後で支払う）の略称。

https://jp.reuters.com/article/britain-amazon-com-visa-idJPKBN2I22KJ
https://www.affirm.com/press/releases/amazon-partners-with-affirm
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Amazonも導入したBNPLサービス

信用力がなくカードが作れない
時間がかかる

高い延滞料金・手数料

BNPLは、クレジットカードやデビットカードの課題を解決し、若い世代から強い支持を獲得
また店舗側も購入者や単価UPなどのメリットが期待でき、導入が進む

デビットカードに紐づく口座の
残高が足りない

いくら使ったかわからない
使いすぎが怖い

簡単にアカウント開設が可能

消費者からの手数料を
わかりやすく明示/取らない

自分の口座以上の金額を決済可能

アプリで簡単に利用額が確認可能
制限も可能
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日本のBNPL大手、ネットプロテクションズ社はデータを活用したリスクコントロールで
0.56%という低い未払い率を実現

顧客課題の解決だけでなく、低い貸倒率を実現

※Source：「新規上場申請のための有価証券報告書」ネットプロテクションズ

https://www.jpx.co.jp/listing/stocks/new/nlsgeu000005zood-att/12NetProtectionsHoldings-1s.pdf
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購買
支払

信用情報

支払いはアリペイのみ
全ての購買データを保持

個人の信用情報は
評価システム「芝麻信用」に蓄積

Offline
リアル店舗

リアル店舗が
ネット倉庫

リアル店舗の商品は全て
ネット注文可能。3km以内を
30分以内で無料配送

Online

リアルとネット
の間が

シームレス

ネット倉庫

決済情報のみならず多様なサービスから生み出されるデータをもとに
芝麻信用という独自の信用データを創造＆活用

Alibabaが変えた”信用”のあり方
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EC成長の裏側で進む決済・金融業界の大きな地殻変動

消費者から
見える部分

単に”Amazon VS ウォルマート”という構図ではなく、
その背後にある決済・金融領域も含めた大きな産業の変革が進んでいる

消費者から
見えない部分

決済処理・NW・インフラ
（口座・KYC・カード発行・与信・融資 etc..）

支払

消費者 店舗

銀行 カード
会社

信販
会社

決済
代行

POS
会社

現金・クレジットカード
デビットカード・後払い etc..

…
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高い収益性と新たな収益源として、BNPLやPayment、さらにはプリペイドなど、
非金融企業によるFintech/金融事業の強化が進む

EC企業にとどまらずメーカーや小売企業でもFintech活用が拡大 　　Powered by 

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です
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非金融企業の金融領域強化を裏側で支える企業

例えばShopifyにおいても全て内製化するのではなく、
優れたFintech企業のプロダクトを活用・組み込んで、顧客にサービスを提供

BNPL

Payment

Shopify Balance

オンライン決済導入に必要なソ
リューションなど、従来銀行が
担っていた役割などをBank as a 
Serviceとして提供

優れたテクノロジーを持つ
影の立役者

後払いサービス
” Shop Pay Installments”を提供
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#DX白書2022 プレミアムパッケージでは、2020年に開催されたFintechの
有力カンファレンス「Lendit」に参加してまとめた特別レポートも収録しています。

StripeやBNPLなどもカバーしておりますので、ご興味ある方は、ぜひご連絡を。 

再び宣伝させてください！

お問い合わせはこちら

ここでCMです

mailto:dxhakusho@kaizenplatform.com
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リテールメディア04
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小売企業が広告事業にも進出

Amazon内、外のあらゆる面に配信可能
多量の購買データをもとにターゲティングができ、四

半期売上約1兆円を記録

購買行動データを武器に、
店舗やECで効果的なリーチが可能。

メーカーの出稿が急増しYoYで2倍の成長

小売企業のデジタル広告事業進出により販促費のデジタル化が進む
AmazonはGoogle・Facebookに次いでアメリカ3番手の広告会社に

Amazon広告 ウォルマート広告
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ウォルマートは自社の顧客データを活用し、自社のEC/アプリや店内のディスプレイ、
さらにはSNSなどの外部サイトへの広告配信・効果計測を可能に

ウォルマートの広告サービス｜Walmart Connect

自社EC/アプリなどの
オウンドメディア SNSなどの外部メディア

店内ディスプレイ
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動画でデジタル化することでリアルでのデータ活用が可能に

 

動画はコミュニケーションツールをデジタル化するだけではなく、
さまざまなリテールデータを活用したデジタルによる販促コミュニケーションが可能になる

属性、行動、購買などのデータを活用したセグメント

・購入：ID-POS
・カメラ：店内行動
・接客：声紋
・サンプリング：アンケート情報
・キャンペーン：住所情報　など

・スマートフォン/PC（広告）
・店頭サイネージ
・接客
・POPUP
・イベント　など

データを活かした
接点の拡大

情報の記録・保持
（Input）

データ処理
（Processing）

リアルな場

コミュニケーション
（Output）
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顧客接点をデジタル化＝データ化することで、
店舗が主軸の小売業界にもアドテクノロジーの採用・強化が進む

DSP大手の同社と提携し

ウォルマート独自のDSPを提供へ

　　Powered by 小売領域で進むアドテクノロジーの活用・導入

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です
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広告宣伝費からも販促費からもデジタルへシフト

2019年に12,483億あった巨大な紙のプロモーションメディアが3,000億消失
販促市場のデジタルシフト・動画化が今後加速すると想定される

※Source：「日本の広告費（2020年）」電通

紙を流通させるプロモーションメディアの合計額

12,483→9,012億円単位:億円

DM
（制作費含む） 展示・映像折込広告屋外広告 フリーペーパー

・電話帳交通広告POP イベント

-1554
（▲32%）

-504
（▲16%） -1034

（▲29%） -1490
（▲38%）

-312
（▲16%） -494

（▲24%）
-571

（▲27%）

-714
（▲40%）

https://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/2020/media4.html
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テクノロジーでさらに進化

テクノロジーの進化により
制作・配信ともに、「手軽に」「パーソナライズ」できるようになった

制作：AIの進化 配信：インタラクティブ動画

テンプレートを選んで
素材入稿するだけでAI制作が可能に

タッチして分岐できる動画配信が可能に
ユーザーに合わせたコンテンツ配信も
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エレベーター

トイレ

喫煙所

美容院

小売店内

タクシー
駅・バス停屋内

屋外

デバイスのコスト減少で配信先が拡大。日常生活のあらゆる場面で
広告配信が可能となり、動画活用のシーンはさらに広がる

生活の様々なところで配信可能に
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リアルの強みとデータを
活用して収益を高める05



62© 2021 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

リアルの顧客接点・強みと顧客データを組み合わせることで
顧客体験と収益性を高めることがポイント

リアル店舗を持つ企業におけるDX 　　Powered by 

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です
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キーワードは「D2C」と「OMO」

スポーツウェア大手のNikeは、同社の掲げるトリプル・ダブル戦略の中で直販化(D2C)と
オンラインとリアル店舗の融合(OMO)を掲げ、強化に取り組む

2017年、当時CEOのマーク氏による発表 3つのコア領域を2倍に

Innovation

Speed Direct

※Source：Nike’s Mark Parker reassures market after share price tumble, deploys 'triple double' strategy - FASHION NETWORK

https://ww.fashionnetwork.com/news/nike-s-mark-parker-reassures-market-after-share-price-tumble-deploys-triple-double-strategy,808899.html
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NikeのD2C=オンライン＋店舗

D2Cとは単にEC強化を指すのではなく、店舗も含めた顧客接点の強化。
新たな店舗フォーマットの導入も着々と進める

Nike Innovation Lab Nike LIVE
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OMOの鍵を握るNikeアプリとID

オンラインとオフラインの融合＝OMOの鍵を握るのが自社アプリ
Nikeアプリ/IDを基軸に、目的に応じた複数のアプリをリリース・活用

　　Powered by 

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です
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テーマパーク事業のDXを進めるディズニー

テーマパーク訪問者に最高の体験を届けるとともに、
収益の柱となるリピーターを増やすための取り組みに2000年代後半から着手

　　Powered by 

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です
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来園前後も含めた顧客体験向上のためにオンラインやアプリの活用、
そして、それらから得られるデータを活用したキャストのサービス強化も推進

来園前から滞在後までを見据えた顧客体験の設計 　　Powered by 

※本スライドはIBAカンパニーとの共同制作です
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NikeやディズニーとともにDXのリーダーであるSephoraの取り組みなど
D2C領域をより深く掘り下げたレポートも#DX白書2022 プレミアムパッケージに収録。

たびたび宣伝失礼します ここでCMです

お問い合わせはこちら

mailto:dxhakusho@kaizenplatform.com
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仕組みを売る06



70© 2021 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

DXにおける新たな収益創造として注目されるのが、
自社事業のために構築した仕組み・インフラを他社に販売するモデル

自社の業務の仕組み・インフラを新たな収益源に

他社へ販売自社のために構築
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自社のDXの過程で生まれたコンテンツ作成・管理の仕組みを外販することで
メディア＋SaaSビジネスの企業へと変革

コンテンツ管理の仕組みを外販するワシントンポスト

ワシントンポストの提供するArc XPのイメージ

メディア大手の
ボストン・グローブ社や

ロイター社などに採用され
2020年の売上は前年比で
2倍以上の成長を遂げる

※Source：The Post goes deeper into SaaS - protocol

※Source：DAC Solution Service

https://www.protocol.com/newsletters/protocol-enterprise/arc-xp-washington-post-saas?rebelltitem=2#rebelltitem2
https://solutions.dac.co.jp/external-product/arc-xp/feature
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Amazonに続き仕組みの外販を強化するウォルマート

自社のECのために構築した配送の仕組みを、ラストマイル配送サービスとして外販を開始
ホームセンター大手のホームデポが採用を発表

 

消費者が
顧客のECで

注文

顧客が
ウォルマートへ

注文を通知

ウォルマートが
ドライバーを
手配し配送

荷物受け取り
のフィード

バックを収集
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フェデックスを抜きシェア3位に躍り出るAmazonの物流事業

Amazonの自社物流量も急増中。Logistics as a Serviceとして自社の物流機能を同社の
Marketplaceで販売するセラー向けに提供し、セラーの7割が利用すると言われるまでに拡大

  

※Source：Amazon now delivers more US packages than FedEx- QUARTZ

https://qz.com/2078328/amazon-now-delivers-more-us-packages-than-fedex/
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EC成長の裏側で進む物流業界の地殻変動

消費者から
見える部分

物流量は急増する一方で、ドライバーなど担い手が足りない物流業界も
金融と同じく従来のモデルからの変革を迫られている

消費者から
見えない部分

急増する配送ボリューム、不足する人手
個人・中小零細事業者が多いことによる非効率の存在 etc..

配送

ラスト
マイル
配送

フル
フィル
メント

配送
管理

配送員
確保

付加
サービ

ス …

消費者店舗
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物流業界に変革をもたらす中国のMangbanグループ

物流版Uberと呼ばれる同社。荷主と配送事業者のマッチングに加え、
会員（配送事業者）への保険の提供やローンの仲介も手がけ、多様な収益源を創出

配送管理

与信

保険

仲介

配送ルート
規制違反検知

与信

保険

ETC

エネルギー

※Source：Company Profile - Full Truck Alliance

https://ir.fulltruckalliance.com/Company-Profile
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年間4280億ドルに達し、年々増加する返品問題

重要な顧客体験である
返品プロセスを支援

購入者からの返送、検
品、廃棄など返品にま
つわる業務プロセスの

管理・代行

EC利用の増加とともに米国では購入した商品の”返品”が増加し、事業者を悩ませる
この”返品”ソリューションを手がけるOptoro社は急成長をとげ物流大手によって買収

返品された商品を収益
化するための再販売

※Source：Solution Overview - optoro

https://www.optoro.com/solution-overview/
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メーカーとサブスク07
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モノ＋サービスへの課金

モノの売切りモデルから、新たなビジネスモデルとして”サブスク”が増加
サブスクと言っても商品の特性に応じて3つの方向性が存在する

所有から利用への課金

メーカー × サブスクの3つの方向性

自動車など数百万円で購入して
いたものを月々数万円で
利用権を購入する形など

新たにサービスを提供し
収益化する形

定期購入

日用品など消費財を中心とする
定期購入型のサブスク

*同サービスは現在提供を終了

例）Nike社
　　Adventure Club 例）トヨタ社 KINTO

例）フェンダー社 
　　オンライン学習サービス
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フェンダー社は、事業環境が厳しくなる中で改めて自社の顧客分析を実施。その中で、
自社顧客の45%がギター初心者であり、その約9割が1年でギターに挫折することを発見

顧客の”不”の解消と新たな収益チャンスを実現したフェンダー

事業環境の変化
● 無料の娯楽や楽曲制作のデジタル化によるエレキギターの人気低迷
● エレキギター販売本数の減少
● 若年層のギター離れによる長期的な市場縮小の可能性
● オンライン上でギターを学ぶ人の増加

顧客調査の結果
● 年間でギターを販売する中で45%が初めてギターを買う人
● そのうちの90%が1年以内にギターを弾けるようになることを諦める
● 同社の約半数を占めるギター初心者の顧客は、弾けるようになるための

教室探しや通うことに大きな課題を抱えていることを発見
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ギターの挫折者を減らすことでギター販売本数を伸ばす余地が大きいこと、また、
弾くための支援への強いニーズに着目し新サービスを開始し100万人以上のユーザーを獲得

顧客課題の解決と新たな収益創造としてのオンライン学習サービス

フェンダー社が見出したビジネスチャンス

1. 挫折する9割のうち、1割が生涯ギターを
継続してくれると会社の収益は中長期的
に2倍になる

2. ギターを弾けるようになる・上達するた
めの学習サービスを提供することで
新たな収益が獲得できる

3. 上記学習サービスを活用することで
他社からのスイッチングや、差別化した
マーケティングが実現可能となる

e-Learningサービス”Fender Play”

教室に通うよりも安く、いつでも隙間時間に良質なコ
ンテンツで学べる学習サービス。コミュニティ機能に

よる練習仲間や教師との繋がりも継続のポイント
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産業のソフトウェア・サービス業化が進む

フェンダー社に限らず、急速な構造変化が進む自動車業界でも
ゼネラルモータースやテスラなど大手企業によるサブスク関連の発表が相次ぐ

● 同社のin-carサブスクリプションサービスの売上は2021年で20億ドル近くに達する
見込みであるとともに、サブスクによる収益が2030年には200億〜250億ドルに達す
る可能性があることを発表

● 米国・カナダで提供されるOnstarというサブスクサービスのユーザー数は既に420万
人にのぼる

● 2021年Full-Self-Drivingのオプション機能を月額199ドルで提供開始

※Source：With Subscriptions, Automakers Mimic Netflix’s Playbook

※Source："GM aims to build Netflix-sized subscription business by 2030"-Tech Crunch 

※Source："Tesla Full Self Driving subscriptions are now available for $199 a month"-The VERGE Crunch 

ゼネラルモータース

テスラ

https://wired.jp/2021/11/01/subscriptions-automakers-mimic-netflix/
https://techcrunch.com/2021/10/06/gm-aims-to-build-netflix-sized-subscription-business-by-2030/
https://www.theverge.com/2021/7/17/22581394/tesla-full-self-driving-subscription-available-199-month-elon-musk
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一口にサブスクと言ってもその目的によって大きく異なる
自社の事業特性、顧客課題をとらえたサブスクモデルへのチャレンジが必要

サブスクビジネスを考えるポイント

継続的な顧客接点の構築 所有から利用へ 新たな収益創造

売って終わりの関係から
継続的な繋がりへ

初期の購入ハードルを下げる、
また所有ではなくその商品の

利用による価値を求める顧客へ

オプション課金など
継続的なアップセルの創出へ
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DX成功のポイント08
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DXは組織のケーパビリティによって実現できるレベルが変わるため
土台となる組織力の強化が持続的に求められる

DXは組織に従う

DX
=競争戦略

市場 組織
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DXという構造変革は有事であり、強力なトップダウンでの推進が必要不可欠
国内においては、危機感を持つトップ・現場を動かすキーマンに加えて

外部の専門人材といかにコラボレーションできるか？がポイントと言える

日本流革命に学ぶDX

危機感のあるトップ
（徳川慶喜）

現場を動かせるキーマン
（勝海舟）

外部の専門人材
（坂本龍馬/西郷隆盛）

例)大政奉還時の構図
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DXの成功には、現場でのラーニングを経営に接続する“チェンジマネジメント”が不可欠
DXは明確に「両効きの経営」における”知の探索”領域と言え

経営トップとミドルマネジメントの果たす役割が重要

トップとミドルの接続

知の深化 知の探索

現場

経営

ミドルマネジメント

自社の持つ一定分野の知を継続的に
深掘り最適化していく考え方

例）既存事業の最適化を行い
高い売上、収益の達成を目指し、
勝ちパターンを追求する

利点：
ある程度収益性が予測可能な点
業務効率が最適化されスペシャリス
トの育成に優れた点
安定性/効率性が高い経営ができる点

これまでの事業領域や方法に囚われ
ず、未知の領域に対する知的探究を
することに主眼を置く考え

うまくいくかは分からない実験を重
視し、リスクテイクしながら変化を
生み出していくので、普段の業務範
囲内では気づけない新たな発見や考
え方の醸成をする際に重要

トップ
ダウン

ボトム
アップ

トップ
ダウン

ボトム
アップ

※Source：「両利きの経営ー「二兎を追う」戦略が未来を切り拓く」東洋経済新報社

https://www.amazon.co.jp/%E4%B8%A1%E5%88%A9%E3%81%8D%E3%81%AE%E7%B5%8C%E5%96%B6%E2%80%95%E3%80%8C%E4%BA%8C%E5%85%8E%E3%82%92%E8%BF%BD%E3%81%86%E3%80%8D%E6%88%A6%E7%95%A5%E3%81%8C%E6%9C%AA%E6%9D%A5%E3%82%92%E5%88%87%E3%82%8A%E6%8B%93%E3%81%8F-%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%82%BA%E3%83%BB%EF%BC%A1%E3%83%BB%E3%82%AA%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%AA%E3%83%BC-ebook/dp/B07N7G86KY/ref=sr_1_1?adgrpid=105793269004&gclid=Cj0KCQiA47GNBhDrARIsAKfZ2rA073tja_zTAwYefUZdCRR8rtwHnOl8NGi_wqXDquMGOIw4WYjV4cgaAjg0EALw_wcB&hvadid=553896081064&hvdev=c&hvlocphy=1009540&hvnetw=g&hvqmt=e&hvrand=13105348396603579038&hvtargid=kwd-451562644979&hydadcr=16036_13486733&jp-ad-ap=0&keywords=%E4%B8%A1%E5%88%A9%E3%81%8D%E3%81%AE%E7%B5%8C%E5%96%B6&qid=1638709352&sr=8-1
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DX推進の障壁 人材/スキル不足の具体的な課題

DX人材の不足がDX推進の課題感

DX推進において、DX人材が大きな課題感だが、市場にも枯渇している状況
社内人材のDXリテラシーを高めるための育成投資が重要に

人材/スキル不足

投資コスト

業務の設計/実行力

社内マネジメント体制

企業文化

2020年に『人材/スキル不足』がトップに

社内で育成を担える人材不足

自社内で教育機会を提供できない

社内意識が低く、注力しきれない

DX推進に携わる機会が乏しい

既存事業が忙しく注力しきれない

DX人材を採用できない

DXを支援する外部パートナーと
連携できる人材の不足

33%

25%

23%

20%

20%

19%

19%

自社内での『人材育成』が最大の課題

※Source：「日本における 企業のデジタルトランスフォーメーション調査（2020年度）」電通デジタル

https://www.dentsudigital.co.jp/common/pdf/Digital_Transformation_2020.pdf
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社内のDX推進には、過去に囚われない外部人材の登用も重要
ウォルマートもJet.com創業者をeコマースのトップに任用

国内でも、ヤマハ発動機の元インテルの平野氏の登用など多数の事例あり

社内を動かすためには外圧も必要

Jet.com買収後、創業者のマークロアをeコマースのトップに任用し、デジタル戦略を推進
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Kaizen Platformは企業のDX推進フェーズと階層別に様々なご支援の形をご用意
この度、この白書を詳細化した #DX白書2022 プレミアムパッケージ を新たにリリース

新サービスのご案内

DX推進を始めているが
課題に直面している企業様

DX戦略を検討中
これから推進する企業様

経営層

ミドルリーダー

全社員

#DX白書2022
プレミアムパッケージ

powered by IBAカンパニー講演

実践支援
コンサル/PMO

人材/組織開発
ワークショップオンライン学習動画

ここでCMです
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#DX白書2022 プレミアムパッケージの内容

DXリサーチレポート

 解説動画

DX実践MOOC

IBAカンパニーによる
米国のDXトレンドから
厳選した5本のレポート

Kaizen Platform CEO須藤による
DX白書とDXリサーチレポートの
特別解説動画6本

NewsPicksとの共同制作
Kaizen流DXシリーズに収録の
14本の講義動画

ここでCMです

お問い合わせはこちら

1

2

3

#DX白書2022のリリースを記念して、
特別パッケージを期間限定価格でご提供いたします

*先着3社様には特典として須藤による社内向け講演会（1回）を実施いたします

#DX白書2022 プレミアムパッケージ

mailto:dxhakusho@kaizenplatform.com
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本白書でも触れたDXを考える上での重要テーマ、
その詳細をさらに掘り下げた内容をご提供いたします

DXリサーチレポートの内容 ここでCMです

タイトル メインテーマ 概要

ウォルマートの戦略とデジタル化
2021年現在の状況 DX全般 ● 米国流通のデジタル化の流れと、その中でウォルマートがどのようにDXを進

めたのか、金融や広告など同社のこれからの事業モデルは何か

2021年NRF Retail’s Big showカ
ンファレンス・レポート

リテール/OMO、
Fintech

● BNPLやライブコマース、コミュニティなど、流通業界を中心とする
消費者サービス、マーケティングで起こっている変化、トレンドは何か

D2C/顧客との直接的な関係を
深める変化のトレンドと
Nike/Sephoraの戦略事例

D2C、OMO ● D2C/ECに大きく舵を切り始めるメーカーや小売。その背景にある世の中の変
化と、NikeやSephoraといったリーダーが推し進める戦略とは何か

米国での顧客体験DXに向けた
店舗/リアルでのデータ活用 OMO ● 米国で進むデータ活用。データ活用の目的とは何か。また、ディズニーや

Amexといった企業は実際にどのように活用しているのか

LendIt Fintech 2020
カンファレンス・レポート 金融/Fintech ● 世界有数のFintechコンベンション「Lendit」。キーノートでのスピーチをは

じめ、カンファレンスで語られた重要トレンドとは何か
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DXの本質09
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DX=新たな競争戦略＆何屋となるか、デジタルはあくまで手段
ウォルマート＝小売から金融や広告、ITサービス

フェンダー＝メーカーからサービス企業へと自社を再定義

DXとは何か

改めて、
自分たちは何屋なのか

考えること

われわれの使命は何か

われわれの顧客は誰か

顧客の価値は何か

われわれの成果は何か

われわれの計画は何か

第一の問い

第二の問い

第三の問い

第四の問い

第五の問い

ドラッカーの5つの問い 「なぜ自社はDXをするのか？」を考えるとは

（≒誰のどのような課題を、
どのように解決する存在なのか）
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DX＝顧客体験 × 収益創造
ウォルマートもNikeもディズニーも、全てこの両輪を実現している

顧客体験の向上と、収益の創造の両方が必要

顧客体験 収益創造
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DX
デジタルトランス
フォーメーション

アナログ

真のDXとは

単にアナログをデジタル化することがDXではない
DXの本質は、社会課題を解決することにある
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現代の社会課題はこの3つに集約される

現代における社会課題とは

Well-being（本質的に価値ある幸福）

Sustainable Growth（持続可能な成長）

Resilient society（包摂的で強固な社会）

個人

企業

社会
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DXはWell-beingの実現に繋がる可能性を持っている

これまで自分は、麻婆豆腐が大好きでそれ
だけを食べて欲しかったが、メニューが一
品ではお客さんは来ないし、大衆点評(中国
版食べログ)の点も取れない。
苦手な接客も人を雇って、内装もお金をか
けて料理を作っていた。

フードデリバリーが出来た事で、単品メ
ニューでも勝負できるし、お店を閉めたけ
れば、スマホで設定するだけで休める。
自分らしく仕事をする事ができるように
なった。

接客 店内

料理

これまでの飲食店は、料理の品質に加えて接客や店内の内装など、総合
的な品質が求められていた
フードデリバリーによって、価値がアンバンドル（切り離され、バラ売
り）される事によって、店を閉めてしまいキッチンだけ稼働させてピッ
クアップする人が閉めた店頭に並ぶ”ゴーストレストラン”が増えた

ゴーストレストランを選んだ店主の話
フードデリバリーによるアンバンドル

DXによって生じるアンバンドル（価値の切り売り）は
これまでにない働き方を包摂する

料理

接客 店内
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DXはSDGsの達成に繋がる可能性を持っている

▼ 移動に前後30分かかる1時間のアポイントを、動画活用＋40分のリモートアポにDXできた場合のシミュレーション

コスト削減効果 CO2削減効果

人件費
5,000円

人件費
1,667円

印刷代
400円

交通費
500円

62%削減

37.67%

動画制作
150円

通信費
406円

62%削減

移動時
1,620g

通信
713g

37.87%

印刷時
300g

ハード
14g

DXによってコスト・CO2共に約62%の削減が可能
営業が1,000人の企業の場合、半分のアポをDX化するだけで、年間8.8億円・286ｔのCO2削減に繋がる

＝ 杉の木 2万306本が1年間に吸収するCO2量に匹敵（東京ドーム8個分の森林）
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2021年障害者差別解消法の改正により、アクセシビリティ強化の対応が義務化され

デジタルによって情報取得の格差解消に繋がる動きが加速
ダイバーシティ＆インクルージョンをDXでもサポート

これからこれまで
「高齢者や障害者」ためだけの特別なものではなく、

一般の利用者にとっても重要

✓アクセシビリティが向上すれば、アクセスできる人の母数が増える
✓音声ブラウザだけではなくSEO等にも効果的
✓人は常に健康ではないため、
　一時的に何かができなくなることはよくある

手を怪我した スマホで
読みにくい通信速度が遅い 周りが騒がしくて

聞こえない

DXはResilient societyの実現に繋がる可能性を持っている

UXの改善
より良い体験を

アクセシ
ビリティ

より幅広い人に
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本レポートの途中でご紹介いたしました
#DX白書2022 プレミアムパッケージのほか
講演・ワークショップについてもご興味があ

りましたらぜひお問い合わせください。

最後までご覧いただきありがとうございました

お問い合わせ先

dxhakusho@kaizenplatform.com

#DX白書2022 プレミアムパッケージ説明会

2021/12/23 
17:00-18:00

本プレミアムパッケージについての説明会も
実施いたしますのでぜひご参加ください。

日時

お申込み・詳細はこちらから

場所 オンライン

https://kaizenplatform.com/dx-hakusho-2022
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#DX白書2022は、デジタルと米国の知見をもとに企業の事業開発支援などを手がける
IBAカンパニー様のご協力で作成しております

Special thanks

射場 瞬
株式会社IBAカンパニー代表取締役

最新情報を継続的にトラッキング

IBAの3つの強み

米国6都市に専門性をもつメンバー

専門家、ベンチャーとのネットワーク

決済・金融の仕組み

データでつなぐ

「消費者と関わる」3つの集中領域

売る・届ける
・リテールテック
・ビジネスモデル
・オペレーション

・フィンテック
・リスクモデル
・ビジネスモデル

・収集
・統合
・分析/活用
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免責事項

本プレゼンテーションは情報提供のみを目的として編集されたものです。

本プレゼンテーションに掲載する全てのコンテンツ（以下「情報」という）の作成および

管理には万全の配慮をしておりますが、その内容に関する正確性および完全性について保証せず、

また責任を負いません。

また、本プレゼンテーションに掲載された情報を利用、使用、ダウンロードするなどの行為に関連して生じた

あらゆる損害等についても、理由の如何に関わらず、当社は一切責任を負いません。

また、本プレゼンテーションに掲載している情報には、当社のほか第三者が提供している情報が含まれて

いますが、これらは皆さまの便宜のために提供しているものであり、

当社はその内容の正確性については一切責任を負いかねますので予めご了承ください。
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End
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